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１
．
基

準
適
合
性
の
確
認
範
囲

（
１
）

非
常
用
／
緊
急
用
無
停
電

電
源
装
置
及
び
緊
急
用

12
5
V系

蓄
電
池
の
設
置
場
所

の
変
更

①
火

災
防
護
を
行
う
機
器
等
の

選
定
並
び
に
火
災
区
域
及

び
火
災
区
画
の
設
定
に
つ

い
て

ａ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

安
全
重
要
度
分
類
指
針
に

規
定
さ
れ
る
ク

ラ
ス
１
，

ク
ラ
ス
２
及
び

安
全
評
価

上
そ
の
機
能
に

期
待
す
る

ク
ラ
ス
３
に
属

す
る
構

築
物
，
系
統
及

び
機
器
の

う
ち
，
原
子
炉

の
高
温
停

止
及
び
低
温
停

止
を
達
成

し
，
こ
れ
を
維

持
す
る
た

め
に
必
要
な
安

全
機
能
を

有
す
る
構

築
物
，

系
統
及
び
機
器

並
び
に
放

射
性
物
質
の
貯

蔵
又
は
閉

じ
込
め
機
能
を

有
す
る
構

築
物
，
系
統
及

び
機
器
を

，
火
災
防
護
を

行
う
機
器

等
（
以
下

「
火
災

防
護
上
重
要
な

機
器
等
」

と
い
う
。
）
と

し
て
選
定

し
て
い
る
こ
と

を
記
載
し

て
い
る
。

「
補
足

-
4【

非
常
用
／

緊
急
用
無

停
電
電
源
装
置

及
び
緊
急
用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

参
照
」

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（

2,
6～

9,
13
,
21
,3
9
,1
12
,1
3
5頁

参
照

）
ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

火
災
防
護
上
重

要
な
機
器

等
を
設
置
す
る

区
域
で
あ

っ
て
，

3時
間
以
上
の
耐

火
能
力
を
有
す

る
耐
火
壁

等
に
よ
り
囲
ま

れ
他
の
区

域
と
分
難
さ
れ

て
い
る
区

域
を
火
災
区
域

と
し
て
，

ま
た
，
火
災
区

域
を
壁
の

設
置
状
況
等
に

応
じ
て
分

割
し
た
も
の
を

火
災
区
画

と
し
て
設

定
し
て

い
る
こ
と
を
記

載
し
て
い

る
。

「
補
足

-
4【

非
常
用
／

緊
急
用
無

停
電
電
源
装
置

及
び
緊
急
用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

参
照
」

「
そ
の

他
発
電
用
原
子

炉
の
附
属

施
設
の
う
ち
火

災
防
護
設

備
に
係
る
機
器

の
配
置
を

明
示
し
た
図
面

及
び
構
造

図
（
火
災
区
域

構
造
物
及

び
火
災
区

画
構
造

物
）
」
（
第

9-
3
-1
図
,第

9
-3
-2
図
参
照
）

「
そ
の

他
発
電
用
原
子

炉
の
附
属

施
設

非
常
用
電
源
設
備

そ
の
他
の
電
源
装
置
に

係
る
機
器
の
配

置
を
明
示

し
た
図
面
」

（
第

9-
1
-2
-1
図
参
照
）

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（

2,
6
,7
,
10
,2
1
,3
9,
1
09
～

11
4
,1
3
5頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
方
針
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
並

び
に

火
災

防
護

設
備

用
ハ

ロ
ン

ボ
ン

ベ
の

設
置
場

所
，

個
数

，
名

称
等

の
変

更
認

可
申

請
に

伴
う

影
響

に
つ

い
て

【
第
１
１
条

火
災
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】

11条－1
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②
火
災
発
生
防
止
に
係

る
設
計
に
つ
い
て

ａ
．
既
工
事
計
画
に
お
い
て

は
，
火
災
区
域
に
設
置
す

る
油
又
は
水
素
を
内
包
す
る
設
備
に
つ
い
て
，
溶
接

構
造
を
採
用
す
る
と
と
も

に
，
可
燃
性
の
蒸
気

及
び
水

素
が
発
生
す
る

火
災
区
域

に
つ
い
て
は
，

適
切
な
換

気
等
を
行
う
設

計
と
し
て

い
る
な
ど
，
火

災
の
発
生

防
止
対
策
を
行

う
設
計
と

し
て
い
る

こ
と
を

記
載
し
て
い
る

。
「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（
2,
3
,7
,
42
,4
3
,4
5,
4
8,
56
頁

参
照
）

ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

火
災
防
護
上
重
要
な
機
器

等
に
つ
い
て
，

不
燃
性
材

料
，
難
燃
性
材

料
又
は
そ

れ
と
同
等
以
上

の
性
能
を

有
す
る
材
料
を

使
用
す

る
設
計
と
し
て

い
る
こ
と

を
記
載
し
て
い

る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（

2,
3
,7
,
42
,4
9～

52
頁
参
照
）

ｃ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

発
電
用
原
子
炉
施
設
に
つ

い
て
は
，
落
雷

に
よ
る
火

災
の
発
生
を
防

止
す
る
た

め
に
，
避
雷
設

備
の
設
置

及
び
接
地
網
の

敷
設
を

行
う
と
と
も
に

，
火
災
防

護
上
重
要
な
機

器
等
に
つ

い
て
，
地
震
に

よ
る
火
災

の
発
生
を
防
止

す
る
た
め

に
，
耐
震
重
要

度
分
類
に

応
じ
た
耐

震
設
計

を
行
う
な
ど
，

自
然
現
象

に
よ
る
火
災
の

発
生
防
止
対
策
を
行
う
設

計
と
し
て

い
る
こ
と
を
記

載
し
て
い

る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（

2,
3
,7
,
42
,5
4
,5
5頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

③
火
災
の
感
知
及
び
消

火
に
係
る
設
計
に
つ
い
て

ａ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

火
災
区
域
等
に
は
，
各
火

災
区
域
等
の
環

境
条
件
及

び
想
定
さ
れ
る

火
災
の
性

質
等
を
考
慮
し

，
基
本
的

に
ア
ナ
ロ
グ
式

の
煙
感

知
器
及
び
熱
感

知
器
を
組

合
せ
て
設
置
す

る
と
と
も

に
，
火
災
の
発

生
場
所
を

特
定
で
き
る
受

信
機
を
用

い
る
設
計
と
し

，
外
部
電

源
喪
失
を

考
慮
し

た
設
計
と
し
て

い
る
と
と

も
に
，
感
知
設

備
に
つ
い

て
は
，
耐
震
ク

ラ
ス
に
応

じ
て
機
能
を
保

持
す
る
設

計
等
と
し
て
い

る
こ
と
を

記
載
し
て

い
る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（
2,
4
,7
,
61
～

6
3,
68
～
7
0,
95
,
96
頁
参
照
）

ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

消
火
設
備
は
火

災
の
影
響

を
限
定
し
，
早

期
の
消
火

を
行
う
設
計
と

し
て
い
る

こ
と
を
記
載
し

て
い
る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（

2,
4
,7
,
61
,7
2
,7
5,
7
6,
89
,9
7
,9
9頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
並

び
に

火
災

防
護

設
備

用
ハ

ロ
ン

ボ
ン

ベ
の

設
置
場

所
，

個
数

，
名

称
等

の
変

更
認

可
申

請
に

伴
う

影
響

に
つ

い
て

【
第
１
１
条

火
災
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】

11条－2 348



④
火

災
の
影
響
軽
減
対
策
に
係

る
設
計
に
つ
い
て

既
工
事

計
画
に
お
い
て

は
，
互
い

に
相
違
す
る
系

統
を
同
時

に
機
能
喪
失
さ
せ
な
い
た

め
，
火
災
耐
久

試
験
に
よ
り
3時

間
以
上
の
耐
火
能

力
を
確
認
し
た

隔
壁
等

に
よ
っ
て
，
又

は
火
災
耐

久
試
験
に
よ
り

1時
間
以

上
の
耐
火
能
力

を
確
認
し

た
隔
壁
等
と
火

災
感
知
設

備
及
び
自
動
消

火
設
備
に

よ
っ
て
，
分
離

を
行
う
設

計
と
し
て
い
る

こ
と
を
記

載
し
て
い
る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（

2,
5
,7
,
10
9～

11
4,
13
5頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

⑤
そ

の
他
の
内
部
火
災
に
係
る

防
護
設
計
に
つ
い
て

ａ
．
既

工
事
計
画
に
つ

い
て
，
火

災
に
よ
り
安
全
保
護
系
及

び
原
子
炉
停
止

系
の
作
動

が
要
求
さ
れ
る

場
合
に
は

，
当
該
火
災
区

域
又
は
火

災
区
域
に
設
置

さ
れ
る

不
燃
性
材
料
で

構
成
さ
れ

る
構
築
物
，
系

統
及
び
機

器
を
除
く
全
機

器
の
機
能

喪
失
を
想
定
し

て
も
，
火

災
の
影
響
低
減

の
た
め
の

系
統
分
離

対
策
に

よ
っ
て
，
多
重

化
さ
れ
た

そ
れ
ぞ
れ
の
系

統
が
同
時

に
機
能
を
失
う

こ
と
な
く

，
原
子
炉
を
安

全
に
停
止

で
き
る
設
計
と

し
て
い
る

こ
と
を
記

載
し
て

い
る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（

15
4
,1
7
1,
17
2
,1
95
～
1
98
,2
2
8頁

参
照

）
ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

火
災
に
起
因
し
た
運
転
時

の
異
常
な
過
渡

変
化
又
は

設
計
基
準
事
故

に
対
処
す

る
た
め
に
必
要

な
機
器
に

対
し
，
単
一
故

障
を
想

定
し
て
も
，
異

常
状
態
を

収
束
で
き
る
設
計
と
し
て

い
る
こ
と
を
記

載
し
て
い

る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（

15
4頁

参
照

）
今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
並

び
に

火
災

防
護

設
備

用
ハ

ロ
ン

ボ
ン

ベ
の

設
置
場

所
，

個
数

，
名

称
等

の
変

更
認

可
申

請
に

伴
う

影
響

に
つ

い
て

【
第
１
１
条

火
災
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】

11条－3 349



（
２
）

火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ
ン

ボ
ン
ベ
の
設
置
場
所
，
個

数
，
名
称
等
の
変
更

①
火

災
防
護
を
行
う
機
器
等
の

選
定
並
び
に
火
災
区
域
及

び
火
災
区
画
の
設
定
に
つ

い
て

ａ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

安
全
重
要
度
分
類
指
針
に

規
定
さ
れ
る
ク

ラ
ス
１
，

ク
ラ
ス
２
及
び

安
全
評
価

上
そ
の
機
能
に

期
待
す
る

ク
ラ
ス
３
に
属

す
る
構

築
物
，
系
統
及

び
機
器
の

う
ち
，
原
子
炉

の
高
温
停

止
及
び
低
温
停

止
を
達
成

し
，
こ
れ
を
維

持
す
る
た

め
に
必
要
な
安

全
機
能
を

有
す
る
構

築
物
，

系
統
及
び
機
器

並
び
に
放

射
性
物
質
の
貯

蔵
又
は
閉

じ
込
め
機
能
を

有
す
る
構

築
物
，
系
統
及

び
機
器
を

，
火
災
防
護
を

行
う
機
器

等
（
以
下

「
火
災

防
護
上
重
要
な

機
器
等
」

と
い
う
。
）
と

し
て
選
定

し
て
い
る
こ
と

を
記
載
し

て
い
る
。

「
補
足

-
5【

火
災
防
護

設
備
用
ハ

ロ
ン
ボ
ン
ベ
の
設
置
場
所

，
個
数
，
名
称

等
の
変
更

】
参
照
」

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（

2,
6
,7
,
11
2頁

参
照
）

ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

火
災
防
護
上
重

要
な
機
器

等
を
設
置
す
る

区
域
で
あ

っ
て
，

3時
間
以
上
の
耐

火
能
力
を
有
す

る
耐
火
壁

等
に
よ
り
囲
ま

れ
他
の
区

域
と
分
難
さ
れ

て
い
る
区

域
を
火
災
区
域

と
し
て
，

ま
た
，
火
災
区

域
を
壁
の

設
置
状
況
等
に

応
じ
て
分

割
し
た
も
の
を

火
災
区
画

と
し
て
設

定
し
て

い
る
こ
と
を
記

載
し
て
い

る
。

「
補
足

-
5【

火
災
防
護

設
備
用
ハ

ロ
ン
ボ
ン
ベ
の
設
置
場
所

，
個
数
，
名
称

等
の
変
更

】
参
照
」

「
そ
の

他
発
電
用
原
子

炉
の
附
属

施
設
の
う
ち
火

災
防
護
設

備
に
係
る
機
器

の
配
置
を

明
示
し
た
図
面

及
び
構
造

図
（
火
災
区
域

構
造
物
及

び
火
災
区

画
構
造

物
）
」
（
第

9-
3
-3
,
5,
7図

参
照

）
「
そ
の

他
発
電
用
原
子

炉
の
附
属

施
設
の
う
ち
火

災
防
護
設

備
に
係
る
機
器

の
配
置
を

明
示
し
た
図
面

及
び
構
造

図
（
消
火
設
備

）
」

（
第

9-
3
-4
7図

参
照
）

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（
2,
6
,7
,
10
,1
0
9,
11
0
,1
12
頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
方
針
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
並

び
に

火
災

防
護

設
備

用
ハ

ロ
ン

ボ
ン

ベ
の

設
置
場

所
，

個
数

，
名

称
等

の
変

更
認

可
申

請
に

伴
う

影
響

に
つ

い
て

【
第
１
１
条

火
災
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】

11条－4 350



②
火
災
発
生
防
止
に
係

る
設
計
に
つ
い
て

ａ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

火
災
区
域
に
設
置
す
る
油

又
は
水
素
を
内

包
す
る
設

備
に
つ
い
て
，

溶
接
構
造

を
採
用
す
る
と

と
も
に
，

可
燃
性
の
蒸
気

及
び
水

素
が
発
生
す
る

火
災
区
域

に
つ
い
て
は
，

適
切
な
換

気
等
を
行
う
設

計
と
し
て

い
る
な
ど
，
火

災
の
発
生

防
止
対
策
を
行

う
設
計
と

し
て
い
る

こ
と
を

記
載
し
て
い
る

。
「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（

2,
3
,7
,
42
～

4
7,
56
頁
参
照
）

ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

火
災
防
護
上
重
要
な
機
器

等
に
つ
い
て
，

不
燃
性
材

料
，
難
燃
性
材

料
又
は
そ

れ
と
同
等
以
上

の
性
能
を

有
す
る
材
料
を

使
用
す

る
設
計
と
し
て

い
る
こ
と

を
記
載
し
て
い

る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る
説
明
書
」
（

2,
3
,7
,
42
,4
9
,頁

参
照
）

ｃ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

発
電
用
原
子
炉
施
設
に
つ

い
て
は
，
落
雷

に
よ
る
火

災
の
発
生
を
防

止
す
る
た

め
に
，
避
雷
設

備
の
設
置

及
び
接
地
網
の

敷
設
を

行
う
と
と
も
に

，
火
災
防

護
上
重
要
な
機

器
等
に
つ

い
て
，
地
震
に

よ
る
火
災

の
発
生
を
防
止

す
る
た
め

に
，
耐
震
重
要

度
分
類
に

応
じ
た
耐

震
設
計

を
行
う
な
ど
，

自
然
現
象

に
よ
る
火
災
の

発
生
防
止
対
策
を
行
う
設

計
と
し
て

い
る
こ
と
を
記

載
し
て
い

る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（

2,
3
,7
,
42
,5
4
,5
5頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

③
火
災
の
感
知
及
び
消

火
に
係
る
設
計
に
つ
い
て

ａ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

火
災
区
域
等
に
は
，
各
火

災
区
域
等
の
環

境
条
件
及

び
想
定
さ
れ
る

火
災
の
性

質
等
を
考
慮
し

，
基
本
的

に
ア
ナ
ロ
グ
式

の
煙
感

知
器
及
び
熱
感

知
器
を
組

合
せ
て
設
置
す

る
と
と
も

に
，
火
災
の
発

生
場
所
を

特
定
で
き
る
受

信
機
を
用

い
る
設
計
と
し

，
外
部
電

源
喪
失
を

考
慮
し

た
設
計
と
し
て

い
る
と
と

も
に
，
感
知
設

備
に
つ
い

て
は
，
耐
震
ク

ラ
ス
に
応

じ
て
機
能
を
保

持
す
る
設

計
等
と
し
て
い

る
こ
と
を

記
載
し
て

い
る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（
2,
4
,7
,
61
～

6
3,
68
～
7
0,
95
,
96
頁
参
照
）

ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

消
火
設
備
は
火
災
の
影
響

を
限
定
し
，
早

期
の
消
火

を
行
う
設
計
方

針
と
し
，

火
災
防
護
上
重

要
な
機
器

等
の
耐
震
ク
ラ

ス
及
び

重
大
事
故
等
対

処
施
設
の

区
分
に
応
じ
て

，
機
能
を

保
持
す
る
設
計

と
し
て
い

る
。
具
体
的
に

は
，
耐
震

Ｂ
ク
ラ
ス
機
器

又
は
耐
震

Ｓ
ク
ラ
ス

機
器
を

設
置
す
る
火
災

区
域
又
は

火
災
区
画
の
火

災
感
知
器

及
び
消
火
設
備

は
，
耐
震

Ｃ
ク
ラ
ス
で
あ

る
が
，
地

震
時
及
び
地
震

後
に
お
い

て
，
そ
れ

ぞ
れ
耐

震
Ｂ
ク
ラ
ス
機

器
で
考
慮

す
る
地
震
力
及

び
基
準
地

震
動
Ｓ

ｓ
に
よ
る
地
震
力

に
対
し
，
機
能

及
び
性
能
を
保
持
す
る
設

計
と
記
載

し
て
い
る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（

2,
4
,7
,
61
,7
2
,7
5,
7
6,
89
,9
9
,1
0
2頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
並

び
に

火
災

防
護

設
備

用
ハ

ロ
ン

ボ
ン

ベ
の

設
置
場

所
，

個
数

，
名

称
等

の
変

更
認

可
申

請
に

伴
う

影
響

に
つ

い
て

【
第
１
１
条

火
災
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】
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④
火
災
の
影
響
軽
減
対

策
に
係
る
設
計
に
つ
い
て

既
工
事

計
画
に
お
い
て

は
，
互
い

に
相
違
す
る
系

統
を
同
時

に
機
能
喪
失
さ
せ
な
い
た

め
，
火
災
耐
久

試
験
に
よ
り
3時

間
以
上
の
耐
火
能

力
を
確
認
し
た

隔
壁
等

に
よ
っ
て
，
又

は
火
災
耐

久
試
験
に
よ
り

1時
間
以

上
の
耐
火
能
力

を
確
認
し

た
隔
壁
等
と
火

災
感
知
設

備
及
び
自
動
消

火
設
備
に

よ
っ
て
，
分
離

を
行
う
設

計
と
し
て
い
る

こ
と
を
記

載
し
て
い
る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（

2,
5
,7
,
10
9,
1
10
頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

⑤
そ
の
他
の
内
部
火
災

に
係
る
防
護
設
計
に
つ
い

て
ａ
．
既

工
事
計
画
に
つ

い
て
，
火

災
に
よ
り
安
全
保
護
系
及

び
原
子
炉
停
止

系
の
作
動

が
要
求
さ
れ
る

場
合
に
は

，
当
該
火
災
区

域
又
は
火

災
区
域
に
設
置

さ
れ
る

不
燃
性
材
料
で

構
成
さ
れ

る
構
築
物
，
系

統
及
び
機

器
を
除
く
全
機

器
の
機
能

喪
失
を
想
定
し

て
も
，
火

災
の
影
響
低
減

の
た
め
の

系
統
分
離

対
策
に

よ
っ
て
，
多
重

化
さ
れ
た

そ
れ
ぞ
れ
の
系

統
が
同
時

に
機
能
を
失
う

こ
と
な
く

，
原
子
炉
を
安

全
に
停
止

で
き
る
設
計
と

し
て
い
る

こ
と
を
記

載
し
て

い
る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護
に
関
す
る

説
明
書
」
（

15
4頁

参
照

）
ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

火
災
に
起
因
し
た
運
転
時

の
異
常
な
過
渡

変
化
又
は

設
計
基
準
事
故
に
対
処
す

る
た
め
に
必
要

な
機
器
に

対
し
，
単
一
故

障
を
想

定
し
て
も
，
異

常
状
態
を

収
束
で
き
る
設
計
と
し
て

い
る
こ
と
を
記

載
し
て
い

る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
7
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
火
災
防
護

に
関
す
る

説
明
書
」
（

15
4頁

参
照

）
今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
並

び
に

火
災

防
護

設
備

用
ハ

ロ
ン

ボ
ン

ベ
の

設
置
場

所
，

個
数

，
名

称
等

の
変

更
認

可
申

請
に

伴
う

影
響

に
つ

い
て

【
第
１
１
条

火
災
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】
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確
認
図
書

名
確

認
結
果

補
足

-4
【
非
常
用
／
緊

急
用
無
停

電
電
源
装
置
及

び
緊
急

用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
設
置

場
所
の
変
更
は
あ
る
も
の

の
，
火
災
防
護
上
重
要
な

機
器
等
の
選
定
方
針
に

変
更
が
な
く
，
火
災
区
域

及
び
火
災
区
画
を
考
慮
し

た
配
置
で
あ
る
こ
と
を
確

認
し
た
。

【
（
１
）
①
】

そ
の
他

発
電
用
原
子
炉

の
附
属
施

設
の
う
ち
火
災

防
護
設

備
に
係
る
機
器

の
配
置
を

明
示
し
た
図
面

及
び
構

造
図

（
第

9-
3
-1
図
,第

9-
3-
2図

）

そ
の
他

発
電
用
原
子
炉

の
附
属
施

設
非
常
用
電

源
設
備

そ
の
他
の
電
源
装
置
に

係
る
機
器
の
配

置
を
明

示
し
た
図
面

（
第

9-
1
-2
-1
図
参
照
）

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
設
置

場
所
の
変
更
は
あ
る
も
の

の
，
火
災
区
域
及
び
火
災

区
画
を
考
慮
し
た
配
置

で
あ
る
こ
と
を
確
認
し
た

。
【
（
１
）
①
ｂ
】

２
．
確

認
結
果

（
１
）

非
常
用
／
緊
急

用
無
停
電

電
源
装
置
及
び
緊
急
用

12
5
V系

蓄
電
池
の

設
置
場
所

の
変
更

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
並

び
に

火
災

防
護

設
備

用
ハ

ロ
ン

ボ
ン

ベ
の

設
置
場

所
，

個
数

，
名

称
等

の
変

更
認

可
申

請
に

伴
う

影
響

に
つ

い
て

【
第
１
１
条

火
災
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】

11条－7 353



確
認
図
書

名
確

認
結
果

Ⅴ
-1
-1
-
7
発
電
用
原
子
炉
施
設

の
火
災
防
護
に

関
す
る

説
明
書

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
火
災

防
護
上
重
要
な
機
器
等
の

選
定
方
針
に
変
更
が
な
い

こ
と
を
確
認
し
た
。
【

（
１
）
①
ａ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
火
災

区
域
及
び
火
災
区
画
に
対

す
る
設
定
の
方
針
に
変
更

が
な
い
こ
と
を
確
認
し

た
。
【
（
１
）
①
ｂ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
発
火

性
又
は
引
火
性
物
質
を
内

包
す
る
設
備
に
変
更
は
な

く
，
火
災
の
発
生
防
止

対
策
に
変
更
が
な
い
こ
と

を
確
認
し
た
。
【
（
１
）

②
ａ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
不
燃

性
材
料
，
難
燃
性
材
料
又

は
そ
れ
と
同
等
以
上
の
性

能
を
有
す
る
材
料
を
使

用
す
る
設
計
方
針
に
変
更

は
な
く
，
火
災
発
生
防
止

に
係
る
設
計
に
変
更
が
な

い
こ
と

を
確
認
し
た
。
【
（
１

）
②
ｂ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
避
雷

設
備
の
設
置
及
び
接
地
網

の
敷
設
に
係
る
設
計
に
変

更
が
な
い
こ
と
を
確
認

し
た
。
【
（
１
）
②
ｃ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
火
災

区
域
及
び
火
災
区
画
に
変

更
が
な
く
，
火
災
の
感
知

及
び
消
火
に
係
る
設
計

に
変
更
が
な
い
こ
と
を
確

認
し
た
。
【
（
１
）
③
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
火
災

区
域
及
び
火
災
区
画
に
変

更
が
な
く
，
火
災
の
影
響

軽
減
対
策
に
係
る
設
計

に
変
更
が
な
い
こ
と
を
確

認
し
た
。
【
（
１
）
④
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
不
燃

性
材
料
で
構
成
さ
れ
る
構

築
物
，
系
統
及
び
機
器
を

除
く
全
機
器
の
機
能
喪

失
を
想
定
し
て
も
同
時
に

機
能
を
失
わ
な
い
設
計
に

変
更
が
な
い
こ
と
を
確
認

し
た
。

【
（
１
）
⑤
ａ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
単
一

故
障
を
想
定
し
て
も
異
常

状
態
を
収
束
で
き
る
設
計

に
変
更
が
な
い
こ
と
を

確
認
し
た
。
【
（
１
）
⑤

ｂ
】

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
並

び
に

火
災

防
護

設
備

用
ハ

ロ
ン

ボ
ン

ベ
の

設
置
場

所
，

個
数

，
名

称
等

の
変

更
認

可
申

請
に

伴
う

影
響

に
つ

い
て

【
第
１
１
条

火
災
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】
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確
認
図
書

名
確

認
結
果

補
足

-5
【
火
災
防
護
設

備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
の
設

置
場
所

，
個
数
，
名
称

等
の
変
更

】

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び
主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，
設
置
場
所

の
変
更
は
あ
る
も
の
の
，

火
災
防
護
上
重
要
な
機

器
等
の
選
定
方
針
に
変
更

が
な
く
，
火
災
区
域
及
び

火
災
区
画
の
設
定
に
変
更

が
な
い

こ
と
を
確
認
し
た
。
【

（
２
）
①
ａ
,ｂ

】

そ
の
他

発
電
用
原
子
炉

の
附
属
施

設
の
う
ち
火
災

防
護
設

備
に
係
る
機
器

の
配
置
を

明
示
し
た
図
面

及
び
構

造
図

（
第

9-
3
-3
,5
,
7,
47
図

）

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び
主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，
設
置
場
所

の
変
更
は
あ
る
も
の
の
，

火
災
区
域
及
び
火
災
区

画
の
設
定
に
変
更
が
な
い

こ
と
を
確
認
し
た
。
【
（

２
）
①
ｂ
】

（
２
）

火
災
防
護
設
備

用
ハ
ロ
ン

ボ
ン
ベ
の
設
置

場
所
，
個

数
，
名
称
等
の

変
更

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
並

び
に

火
災

防
護

設
備

用
ハ

ロ
ン

ボ
ン

ベ
の

設
置
場

所
，

個
数

，
名

称
等

の
変

更
認

可
申

請
に

伴
う

影
響

に
つ

い
て

【
第
１
１
条

火
災
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】

11条－9 355



確
認
図
書

名
確

認
結
果

Ⅴ
-1
-1
-
7
発
電
用
原
子
炉
施
設

の
火
災
防
護
に

関
す
る

説
明
書

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び
主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，
火
災
防
護

上
重
要
な
機
器
等
の
選
定

方
針
に
変
更
が
な
い
こ

と
を
確
認
し
た
。
【
（
２

）
①
ａ
】

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び
主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，
火
災
区
域

及
び
火
災
区
画
に
対
す
る

設
定
の
方
針
に
変
更
が

な
い
こ
と
を
確
認
し
た
。

【
（
２
）
①
ｂ
】

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び
主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，
発
火
性
又

は
引
火
性
物
質
を
内
包
す

る
設
備
に
変
更
は
な
く

，
火
災
の
発
生
防
止
対
策

に
変
更
が
な
い
こ
と
を
確

認
し
た
。
【
（
２
）
②
ａ

】

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び
主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，
不
燃
性
材

料
，
難
燃
性
材
料
又
は
そ

れ
と
同
等
以
上
の
性
能

を
有
す
る
材
料
を
使
用
す

る
設
計
方
針
に
変
更
は
な

く
，
火
災
発
生
防
止
に
係

る
設
計

に
変
更
が
な
い
こ
と
を

確
認
し
た
。
【
（
２
）
②

ｂ
】

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び
主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，
避
雷
設
備

の
設
置
及
び
接
地
網
の
敷

設
に
係
る
設
計
に
変
更

が
な
い
こ
と
を
確
認
し
た

。
【
（
２
）
②
ｃ
】

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び
主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，
火
災
区
域

及
び
火
災
区
画
に
変
更
が

な
く
，
火
災
の
感
知
及

び
消
火
に
係
る
設
計
に
変

更
が
な
い
こ
と
を
確
認
し

た
。
【
（
２
）
③
】

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び
主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，
火
災
区
域

及
び
火
災
区
画
に
変
更
が

な
く
，
火
災
の
影
響
軽

減
対
策
に
係
る
設
計
に
変

更
が
な
い
こ
と
を
確
認
し

た
。
【
（
２
）
④
】

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び
主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，
不
燃
性
材

料
で
構
成
さ
れ
る
構
築
物

，
系
統
及
び
機
器
を
除
く

全
機
器
の
機
能
喪
失
を
想

定
し
て
も
同
時
に
機
能
を

失
わ
な
い
設
計
に
変
更
が

な
い
こ

と
を
確
認
し
た
。
【
（

２
）
⑤
ａ
】

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び
主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，
単
一
故
障

を
想
定
し
て
も
異
常
状
態

を
収
束
で
き
る
設
計
に

変
更
が
な
い
こ
と
を
確
認

し
た
。
【
（
２
）
⑤
ｂ
】

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
並

び
に

火
災

防
護

設
備

用
ハ

ロ
ン

ボ
ン

ベ
の

設
置
場

所
，

個
数

，
名

称
等

の
変

更
認

可
申

請
に

伴
う

影
響

に
つ

い
て

【
第
１
１
条

火
災
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】
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３
．
ま

と
め

（
１
）

非
常
用
／
緊
急
用
無
停
電

電
源
装
置
及
び
緊
急
用

12
5
V系

蓄
電
池
の
設
置
場
所

の
変
更

・
今
回
の
非
常
用
無
停

電
電
源
装
置
の
改
造
に
お

い
て
，
火
災
防
護
上
重
要

な
機
器
等
の
設
計
方
針
，

火
災
区
域
や
火
災
区
画
の

設
定
，
発
火
性
又
は
引
火

性
物
質
を

内
包
す
る
設
備

，
不
燃
性

材
料
で
構
成
さ
れ
る
構
築

物
，
系
統
及
び

機
器
を
除

く
全
機
器
の
機

能
喪
失
を

想
定
し
て
も
同

時
に
機
能

を
失
わ
な
い
設

計
，
単

一
故
障
を
想
定

し
て
も
異

常
状
態
を
収
束
で
き
る
設

計
に
変
更
が
な

い
こ
と
を

確
認
し
た
。

・
火
災
に
よ
る
損
傷
の

防
止
に
要
求
さ
れ
る
火
災

防
護
を
行
う
機
器
等
の
選

定
並
び
に
火
災
区
域
及
び

火
災
区
画
の
設
定
，
火
災

発
生
防
止
に
係
る
設
計
，

火
災
の
感

知
及
び
消
火
に

係
る
設
計

，
火
災
の
影
響
軽
減
対
策

に
係
る
設
計
，

火
災
に
対

す
る
原
子
炉
の

安
全
停
止

対
策
の
設
計
方

針
に
変
更

が
な
い
た
め
，

技
術
基

準
の
適
合
性
に

影
響
を
与

え
な
い
。

・
既
工
事
計
画
で
確
認

さ
れ
た
設
計
を
変
更
す
る

も
の
で
は
な
い
。
ま
た
，

火
災
に
よ
る
損
傷
の
防
止

に
関
す
る
基
本
設
計
方
針

に
つ
い
て
も
変
更
は
な
い

。

（
２
）

火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ
ン

ボ
ン
ベ
の
設
置
場
所
，
個

数
，
名
称
等
の
変
更

・
今
回
の
火
災
防
護
設

備
用
ハ
ロ
ン
ボ
ン
ベ
及
び

主
配
管
の
改
造
に
お
い
て

，
火
災
防
護
上
重
要
な
機

器
等
の
設
計
方
針
，
火
災

区
域
や
火
災
区
画
の
設
定

，
発
火
性

又
は
引
火
性
物

質
を
内
包

す
る
設
備
，
不
燃
性
材
料

で
構
成
さ
れ
る

構
築
物
，

系
統
及
び
機
器

を
除
く
全

機
器
の
機
能
喪

失
を
想
定

し
て
も
同
時
に

機
能
を

失
わ
な
い
設
計

，
単
一
故

障
を
想
定
し
て

も
異
常
状
態
を
収
束
で
き

る
設
計
に

変
更
が
な
い
こ

と
を
確
認

し
た
。

・
火
災
に
よ
る
損
傷
の

防
止
に
要
求
さ
れ
る
火
災

防
護
を
行
う
機
器
等
の
選

定
並
び
に
火
災
区
域
及
び

火
災
区
画
の
設
定
，
火
災

発
生
防
止
に
係
る
設
計
，

火
災
の
感

知
及
び
消
火
に

係
る
設
計

，
火
災
の
影
響
軽
減
対
策

に
係
る
設
計
，

火
災
に
対

す
る
原
子
炉
の

安
全
停
止

対
策
の
設
計
方

針
に
変
更

が
な
い
た
め
，

技
術
基

準
の
適
合
性
に

影
響
を
与

え
な
い
。

・
既
工
事
計
画
で
確
認

さ
れ
た
設
計
を
変
更
す
る

も
の
で
は
な
い
。
ま
た
，

火
災
に
よ
る
損
傷
の
防
止

に
関
す
る
基
本
設
計
方
針

に
つ
い
て
も
変
更
は
な
い

。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
並

び
に

火
災

防
護

設
備

用
ハ

ロ
ン

ボ
ン

ベ
の

設
置
場

所
，

個
数

，
名

称
等

の
変

更
認

可
申

請
に

伴
う

影
響

に
つ

い
て

【
第
１
１
条

火
災
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】

11条－11 357



11条－12 358



（１）①～④
（２）①～④

11条－13 359



（１）②
（２）②

11条－14 360



（１）③
（２）③

11条－15 361



（１）④
（２）④

11条－16 362



（１）①
（２）①

11条－17 363



（１）①ａ
（２）①ａ

（１）①ａ

（１）①～④
（２）①～④

11条－18 364



（１）①ａ

11条－19 365



（１）①ａ

11条－20 366



（１）①ｂ
（２）①ｂ

（１）①ｂ
（２）①ｂ

11条－21 367



（１）①ａ

11条－22 368



（１）①

11条－23 369



 

39 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
2 

第 3-4 表 重大事故等対処施設の機器リスト（11／13） 

設備名称 火災区域 火災区画 備考 

No.2 常設代替高圧電源装置（内燃機関，調速装置，非

常用調速装置，冷却水ポンプ，励磁装置，保護継電装置

含む） 

No.3 常設代替高圧電源装置（内燃機関，調速装置，非

常用調速装置，冷却水ポンプ，励磁装置，保護継電装置

含む） 

No.4 常設代替高圧電源装置（内燃機関，調速装置，非

常用調速装置，冷却水ポンプ，励磁装置，保護継電装置

含む） 

No.5 常設代替高圧電源装置（内燃機関，調速装置，非

常用調速装置，冷却水ポンプ，励磁装置，保護継電装置

含む） 

No.6 常設代替高圧電源装置（内燃機関，調速装置，非

常用調速装置，冷却水ポンプ，励磁装置，保護継電装置

含む） 

緊急時対策所用発電機燃料油サービスタンク A 

緊急時対策所用発電機燃料油サービスタンク A ベン

ト管 

緊急時対策所用発電機燃料油サービスタンク B 

緊急時対策所用発電機燃料油サービスタンク B ベン

ト管 

緊急時対策所用発電機給油ポンプ 2A 

緊急時対策所用発電機給油ポンプ 2B 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク A 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク A ベント管 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク B 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク B ベント管 

緊急時対策所用発電機 2A（内燃機関，調速装置，非常

用調速装置，冷却水ポンプ，励磁装置を含む） 

緊急時対策所用発電機 2B（内燃機関，調速装置，非常

用調速装置，冷却水ポンプ，励磁装置を含む） 

緊急時対策所用発電機保護継電装置 

非常用無停電電源装置 A 

非常用無停電電源装置 B 

緊急用無停電電源装置 

125V 系蓄電池 A 系（125V DC 2A BATTERY ） 

125V 系蓄電池 B 系（125V DC 2B BATTERY ） 

125V 系蓄電池 HPCS 系（125V DC HPCS BATTERY） 

中性子モニタ用蓄電池 A系（24V DC 2A BATTERY） 

中性子モニタ用蓄電池 B系（24V DC 2B BATTERY） 

緊急用 125V 系蓄電池 

  

（１）①

11条－24 370
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4.1 発電用原子炉施設の火災発生防止について 

(1) 発火性又は引火性物質に対する火災の発生防止対策 

発火性又は引火性物質を内包する設備又はこれらの設備を設置する火災区域

又は火災区画は，以下の火災の発生防止対策を講じる。 

ここでいう発火性又は引火性物質は，消防法で危険物として定められる潤滑

油又は燃料油並びに高圧ガス保安法で高圧ガスとして定められる水素，窒素，

液化炭酸ガス，空調用冷媒等のうち可燃性である水素を対象とする。 

以下，a.項において，潤滑油又は燃料油を内包する設備に対する火災の発生

防止対策，b.項において，水素を内包する設備に対する火災の発生防止対策に

ついて説明する。 

a. 潤滑油又は燃料油を内包する設備に対する火災の発生防止対策 

(a) 潤滑油又は燃料油の漏えい及び拡大防止対策 

潤滑油又は燃料油を内包する設備（以下「油内包設備」という。）は，

溶接構造，シール構造の採用により，油の漏えいを防止する。 

油内包設備は漏えい油を全量回収する構造である堰，ドレンリム又は

オイルパンにより，油内包設備の漏えい油の拡大を防止する。（第4-1

図） 

(b) 油内包設備の配置上の考慮 

火災区域内に設置する油内包設備の火災により，発電用原子炉施設の

安全機能及び重大事故等に対処する機能を損なわないよう，発電用原子

炉施設の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設は，油内包設

備の火災による影響を軽減するために，壁等の設置又は離隔を確保する

配置上の考慮を行う設計とする。 

(c) 油内包設備を設置する火災区域の換気 

潤滑油又は燃料油は，油内包設備を設置する室内温度よりも十分高く，

機器運転時の温度よりも高い引火点の潤滑油又は燃料油を使用する設計

とする。 

また，潤滑油又は燃料油が設備の外部へ漏えいした場合に可燃性蒸気

となって爆発性雰囲気を形成しないよう，空調機器による機械換気又は

自然換気を行う設計とする。 

油内包設備がある火災区域における換気を，第4-1表に示す。 

(d) 潤滑油又は燃料油の防爆対策 

潤滑油又は燃料油は，(c)項に示すとおり，設備の外部へ漏えいしても

爆発性雰囲気は形成されない。 

したがって，油内包設備を設置する火災区域では，可燃性蒸気の着火

源防止対策として用いる防爆型の電気品及び計装品の使用並びに防爆を

（１）②ａ
（２）②ａ

11条－26 372
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目的とした電気設備の接地対策は不要とする設計とする。 

(e) 潤滑油又は燃料油の貯蔵 

潤滑油又は燃料油の貯蔵設備とは，供給設備へ潤滑油又は燃料油を補

給するためにこれらを貯蔵する設備のことであり，非常用ディーゼル発

電機及び常設代替高圧電源装置へ燃料を補給するための軽油貯蔵タンク

及び燃料デイタンク，緊急時対策所用発電機へ燃料を補給するための緊

急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク及び緊急時対策所用燃料油サービ

スタンク並びに可搬型重大事故等対処設備等へ燃料を補給するための可

搬設備用軽油タンクがある。 

これらの設備は，以下のとおり，貯蔵量を一定時間の運転に必要な量

にとどめる設計とする。 

イ. 軽油貯蔵タンクは，非常用ディーゼル発電機2台及び高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電機1台を7日間連続運転するために必要な量を

考慮するとともに，全交流動力電源喪失を想定し，常設代替高圧電源

装置（2台）の運転も考慮した必要量（5台合計で約756 m3）を貯蔵す

るため，約400 m3/基のタンクを2基（2基合計約800 m3）設置する設計

とする。 

ロ. 燃料デイタンクは，タンク容量（約14 m3（HPCS系は約7 m3））に対

して，非常用ディーゼル発電機を8時間連続運転するために必要な量

（約11.5 m3（HPCS系は約6.5 m3）を考慮し，貯蔵量が約12.1 m3～12.8 

m3（HPCS系は約6.8 m3～7.2 m3）になるように管理する。 

ハ. 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンクは，緊急時対策所用発電機

2台を7日間連続運転するために必要な量（約140 m3）に対し，約75 m3/

基のタンクを2基（2基合計約150 m3）設置する設計とする。 

ニ. 緊急時対策所用燃料油サービスタンクは，タンク容量（約0.65 m3/

基）に対して，緊急時対策所用発電機を1.5時間連続運転するために

必要な量（約0.6 m3/基）を確保するように管理する。 

ホ. 可搬設備用軽油タンクは，可搬型設備を7日間連続運転するために

必要な量（約189 m3）に対し，約30 m3/基のタンクを7基（7基合計約

210 m3）設置する設計とする。 

b. 水素等を内包する設備に対する火災の発生防止対策 

(a) 水素の漏えい及び拡大防止対策 

水素を内包する設備のうち気体廃棄物処理設備，発電機水素ガス冷却

設備の配管等は雰囲気への水素の漏えいを考慮した溶接構造とし，弁グ

ランド部から雰囲気への水素漏えいの可能性のある弁は，雰囲気への水

素の漏えいを考慮しベローズ等によって，水素の漏えい及び拡大防止対

（２）②ａ

11条－27 373
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策等を講じる。 

以下に示す水素ボンベは，ボンベ使用時に職員がボンベ元弁を開し通

常時は元弁を閉する運用とし，火災防護計画に定め管理することにより，

水素の漏えい及び拡大防止対策を講じる。 

イ．格納容器内雰囲気監視系校正用ボンベ 

(b) 水素の漏えい検出 

蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は，水素濃度検出器を設置し，

水素の燃焼限界濃度である4 vol％の1／4以下の濃度にて，中央制御室に

警報を発する設計とする。 

気体廃棄物処理設備は，設備内の水素濃度が燃焼限界濃度以下となる

ように設計するが，設備内の水素濃度については中央制御室にて常時監

視できる設計とし，水素濃度が上昇した場合には中央制御室に警報を発

する設計とする。 

発電機水素ガス冷却設備は，水素消費量を管理するとともに，発電機

内の水素純度及び圧力を中央制御室にて常時監視できる設計とし，発電

機内の水素純度や水素圧力が低下した場合には中央制御室に警報を発す

る設計とする。 

水素ボンベを設置する火災区域又は火災区画は，通常時はボンベ元弁

を閉とする運用とし，機械換気により水素濃度を燃焼限界濃度以下とす

るように設計することから，水素濃度検出器は設置しない設計とする。 

(c) 水素を内包する設備の配置上の考慮 

火災区域内に設置する水素を内包する設備の火災により，発電用原子

炉施設の安全機能及び重大事故等に対処する機能を損なわないよう，発

電用原子炉施設の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設は，

水素を内包する設備の火災による影響を軽減するために，壁，床及び天

井の設置による配置上の考慮を行う設計とする。 

(d) 水素を内包する設備がある火災区域の換気 

水素を内包する設備である蓄電池，気体廃棄物処理設備，発電機水素

ガス冷却設備及び水素ボンベを設置する火災区域又は火災区画は，火災

の発生を防止するために水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよう，以下

に示す空調機器による機械換気を行う設計とする。（第4-2表） 

なお，空調機器は多重化して設置し，動的機器の単一故障を想定して

も換気が可能な設計とする。 

イ. 蓄電池 

安全機能を有する蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は，非常

用電源から給電される排風機及び排風機による機械換気を行う設計

（２）②ａ

（２）②ａ

（１）②ａ

11条－28 374
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とする。 

それ以外の蓄電池を設置する火災区域の換気設備は，常用電源から

給電される排風機及び排風機により機械換気を行う設計とする。 

重大事故等対処施設である蓄電池を設置する火災区域は，常設代替

高圧電源装置又は緊急時対策所用発電機からも給電される送風機及

び排風機による機械換気を行う設計とする。 

万一，上記の送風機及び排風機が異常により停止した場合は，中央

制御室に警報を発報する設計とし，運転員による現場での遮断器開放

により，送風機及び排風機が復帰するまでの間は，蓄電池に充電しな

い運用とする。 

蓄電池室には，蓄電池充電時に水素が発生することから，発火源と

なる直流開閉装置やインバータを設置しない設計とする。 

ロ. 気体廃棄物処理設備及び発電機水素ガス冷却設備 

気体廃棄物処理設備は，空気抽出器より抽出された水素と酸素の混

合状態が燃焼限界濃度とならないよう，排ガス再結合器によって設備

内の水素濃度が燃焼限界濃度である4 vol％以下となるよう設計する。

加えて，気体廃棄物処理設備及び発電機水素ガス冷却設備を設置する

火災区域又は火災区画は，常用電源から給電されるタービン建屋送風

機及び排風機により機械換気を行うことにより，水素濃度を燃焼限界

濃度以下とするように設計する。 

ハ. 水素ボンベ 

格納容器内雰囲気モニタ校正用水素ボンベを設置する火災区域又

は火災区画は，原子炉建屋送風機及び排風機による機械換気を行うこ

とにより，水素濃度を燃焼限界濃度以下とするように設計する。 

(e) 水素を内包する設備を設置する火災区域の防爆対策 

水素を内包する設備は，本項の(a)項及び(d)項に示す漏えい及び拡大

防止対策並びに換気を行うことから，「電気設備に関する技術基準を定

める省令」第69条及び「工場電気設備防爆指針」に示される爆発性雰囲

気とならない。 

したがって，水素を内包する設備を設置する火災区域等では，防爆型

の電気品及び計装品の使用並びに防爆を目的とした電気設備の接地対策

は不要とする設計とする。 

なお，電気設備の必要な箇所には，「原子力発電工作物に係る電気設

備に関する技術基準を定める命令」第10条，第11条に基づく接地を施す。 

(f) 水素の貯蔵 

水素を貯蔵する水素ボンベは，運転に必要な量にとどめるために，必

（２）②ａ

11条－29 375
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要な本数のみを貯蔵することを火災防護計画に定める。 

(2) 可燃性の蒸気又は可燃性の微粉の対策 

火災区域は，以下に示すとおり，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉を高所に排

出するための設備，電気及び計装品の防爆型の採用並びに静電気を除去する装

置の設置等，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉の対策は不要である。 

a. 可燃性の蒸気 

油内包設備を設置する火災区域は，潤滑油又は燃料油が設備の外部へ漏え

いしても，引火点が室内温度よりも十分高く，機器運転時の温度よりも高い

ため，可燃性蒸気は発生しない。 

火災区域において有機溶剤を使用する場合は必要量以上持ち込まない運

用とし，可燃性の蒸気が滞留するおそれがある場合は，建屋の送風機及び排

風機による機械換気を行うとともに，使用する有機溶剤の種類等に応じ，有

機溶剤を使用する場所において，換気，通風，拡散の措置によっても，有機

溶剤の滞留を防止する設計とする。 

このため，引火点が室内温度及び機器運転時の温度よりも高い潤滑油又は

燃料油を使用すること並びに火災区域における有機溶剤を使用する場合の

滞留防止対策について，火災防護計画に定め管理する。 

b. 可燃性の微粉 

火災区域には，「工場電気設備防爆指針」に記載される「可燃性粉じん（石

炭のように空気中の酸素と発熱反応を起こし爆発する粉じん）」や「爆発性

粉じん（金属粉じんのように空気中の酸素が少ない雰囲気又は二酸化炭素中

でも着火し，浮遊状態では激しい爆発を生じる粉じん）」のような可燃性の

微粉を発生する常設設備はない。 

「工場電気設備防爆指針」に記載される微粉を発生する仮設設備及び静電

気が溜まるおそれがある設備を設置しないことを火災防護計画に定め管理

する。 

(3) 発火源への対策 

火災区域は，以下に示すとおり，火花を発生する設備や高温の設備等，発火

源となる設備を設置しない設計とし，設置を行う場合は，火災の発生防止対策

を行う設計とする。 

a. 発電用原子炉施設における火花を発生する設備としては，直流電動機及び

ディーゼル発電機のブラシがあるが，これら設備の火花を発生する部分は金

属製の筐体内に収納し，火花が設備外部に出ない構造とする。 

b. 発電用原子炉施設には，高温となる設備があるが，高温部分を保温材で覆

うことによって，可燃性物質との接触による直接的な過熱防止及び間接的な

過熱防止を行う設計とする。 

（２）②ａ

11条－30 376



（１）②ａ

11条－31 377



（１）②ｂ
（２）②ｂ

11条－32 378



（１）②ｂ

11条－33 379
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故等対処施設のうち，建屋内に設置する変圧器及び遮断器は，可燃性物質で

ある絶縁油を内包していない以下の変圧器及び遮断器を使用する設計とす

る。 

(a) 乾式変圧器 

(b) ガス遮断器，真空遮断器，気中遮断器 

(2) 不燃性材料又は難燃性材料を使用できない場合の代替材料の使用 

不燃性材用又は難燃性材料を使用できない場合で代替材料を使用する場合は，

以下のa.項及びb.項に示す設計とする。 

a. 保温材 

火災区域又は火災区画に設置される火災防護上重要な機器等及び重大事

故等対処施設に使用する保温材の材料について，不燃性材料が使用できない

場合は，以下の(a)項を満たす代替材料を使用する設計とする。 

(a) 建築基準法に基づき認定を受けた不燃性材料と同等以上の性能を有す

る材料 

b. 建屋内装材 

火災区域又は火災区画に設置される火災防護上重要な機器等及び重大事

故等対処施設を設置する建屋の内装材として不燃性材料が使用できない場

合は，以下の(a)項を満たす代替材料を使用する設計とする。 

(a) 消防法に基づき認定を受けた防炎物品と同等以上であることを消防法

施行令の防炎防火対象物の指定等の項に示される防炎試験により確認し

た材料 

(3) 不燃性材料又は難燃性材料でないものを使用 

不燃性材用又は難燃性材料を使用できない場合で代替材料の使用が技術上困

難な場合は，以下の①項及び②項のいずれかを設計の基本方針とし，具体的な

設計について以下のa.項からc.項に示す。 

  ① 火災防護上重要な機器等の機能を確保するために必要な代替材料の使用が

技術上困難な場合は，当該構築物，系統及び機器における火災に起因して他

の火災防護上重要な機器等において火災が発生することを防止するための措

置を講じる。 

  ② 重大事故等対処施設の機能を確保するために必要な代替材料の使用が技術

上困難な場合は，当該施設における火災に起因して他の重大事故等対処施設

及び設計基準事故対処設備において火災が発生することを防止するための措

置を講じる。 

a. 主要な構造材 

(a) 配管のパッキン類 

配管のパッキン類は，その機能を確保するために必要な代替材料の使

（１）②ｂ

11条－34 380
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用が技術上困難であり，ステンレス鋼等の不燃性である金属材料で覆わ

れたフランジ等の狭隘部に設置し，直接火炎に晒されることはないこと

から，不燃性材料又は難燃性材料ではない材料を使用する設計とする。 

(b) 金属材料内部の潤滑油 

不燃性材料である金属材料のポンプ，弁等の躯体内部に設置する駆動

部の潤滑油は，その機能を確保するために必要な代替材料の使用が技術

上困難であり，発火した場合でも他の火災防護上重要な機器等及び重大

事故等対処施設に延焼しないことから，不燃性材料又は難燃性材料では

ない材料を使用する設計とする。 

(c) 金属材料内部の電気配線 

不燃性材料である金属材料のポンプ，弁等の躯体内部に設置する駆動

部の電気配線は，製造者等により機器本体と電気配線を含めて電気用品

としての安全性及び健全性が確認されているため，その機能を確保する

ために必要な代替材料の使用が技術上困難であり，発火した場合でも他

の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に延焼しないことか

ら，不燃性材料又は難燃性材料ではない材料を使用する設計とする。 

b. 建屋内装材 

火災区域又は火災区画に設置される火災防護上重要な機器等及び重大事

故等対処施設を設置する建屋の内装材について，その機能を確保するために

必要な代替材料の使用が技術上困難な場合は，当該構築物，系統及び機器に

おける火災に起因して他の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施

設において火災が発生することを防止するための措置を講じる設計とする。 

火災区域又は火災区画に設置される火災防護上重要な機器等及び重大事

故等対処施設を設置する建屋の内装材のうち，管理区域の床や原子炉格納容

器内部の床，壁に耐放射線性，除染性及び耐腐食性を確保することを目的と

して塗布するコーティング剤については，使用箇所が不燃性材料であるコン

クリート表面であること，旧建設省告示１２３１号第2試験に基づく難燃性

が確認された塗料であること，加熱源を除去した場合はその燃焼部が広がら

ないこと，原子炉格納容器内を含む建屋内に設置する火災防護上重要な機器

等及び重大事故等対処施設は，不燃性又は難燃性の材料を使用し，その周辺

における可燃物を管理することから，難燃性材料を使用する設計とする。 

なお，原子炉格納容器内に設置する原子炉の安全停止に必要な機器等及び

重大事故等対処施設は，不燃性又は難燃性の材料を使用し周辺には可燃物が

ないことを火災防護計画に定め，管理する。 

c. 火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に使用するケーブル 

(a) 放射線モニタケーブル 

（１）②ｂ

11条－35 381



（１）②ｃ
（２）②ｃ

11条－36 382



（１）②ｃ
（２）②ｃ

11条－37 383
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第4-1表 潤滑油又は燃料油を内包する設備のある火災区域等の換気空調設備 

「潤滑油」及び「燃料油」を内包する設備があ

る火災区域又は火災区画 
換気空調設備等 

原子炉建屋（原子炉棟） 原子炉建屋給排気ファン 

原子炉建屋付属棟 原子炉建屋給排気ファン 

廃棄物処理棟 ラドウェスト建屋給排気ファン 

タービン建屋 
タービン建屋給排気ファン 

ラドウェスト建屋給排気ファン 

廃棄物処理建屋 ラドウェスト建屋給排気ファン 

非常用ディーゼル発電機室 D/G室ルーフベントファン 

軽油貯蔵タンクエリア 自然換気 

海水ポンプエリア 自然換気 

固体廃棄物貯蔵庫 建屋換気系 

固体廃棄物作業建屋 建屋換気系 

緊急時対策所発電機室 発電機室送排風機ファン 

緊急時対策所用燃料油貯蔵タンクエリア 自然換気 

常設代替高圧電源装置置場 自然換気 

可搬型設備用軽油タンク室 自然換気 

ブローアウトパネル設置エリア 自然換気 

原子炉格納容器 機械換気 

 

第4-2表 水素を内包する設備がある火災区域の換気空調設備 

水素を内包する設備がある 

火災区域又は火災区画 
換気空調設備等 

設備 耐震クラス 設備 供給電源 耐震クラス 

常用蓄電池（250 V） Ｃ 
タービン建屋換気系 

送風機，排風機 
常用 Ｃ 

非常用蓄電池 

（125V 系蓄電池 A 系

／B 系／HPCS 系， 

中性子モニタ用蓄電

池 A 系/B 系） 

Ｓ 
バッテリー室換気系 

送風機，排風機 
非常用 Ｓ 

廃棄物処理建屋直流

125 V 蓄電池，廃棄物

処理建屋直流 48 V 蓄

電池 

Ｂ 
廃棄物処理建屋系 

送風機，排風機 
常用 Ｂ 

気体廃棄物処理設備 Ｃ 
タービン建屋換気系 

送風機，排風機 
常用 

Ｃ 

発電機水素ガス 

冷却設備 
Ｃ Ｃ 

格納容器内雰囲気 

監視系校正用ボンベ 
Ｃ 

原子炉建屋換気系 

送風機，排風機 
常用 Ｃ 

緊急用 125V 系蓄電池 
Ｓｓ 

機能維持 

緊急用蓄電池室 

排風機 
緊急用 

Ｓｓ 

機能維持 

緊急時対策所用 125 V

系蓄電池 

Ｓｓ 

機能維持 

緊急時対策所用 

送風機，排風機 

緊急時対

策所用 

Ｓｓ 

機能維持 

緊急時対策所用 24 V

系蓄電池 

Ｓｓ 

機能維持 

緊急時対策所用 

送風機，排風機 

緊急時対

策所用 

Ｓｓ 

機能維持 

11条－38

（１）②ａ
（２）②ａ
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（１）③
（２）③

（１）③ａ
（２）③ａ

11条－39 385



（１）③ａ
（２）③ａ

11条－40 386



（１）③ａ
（２）③ａ

11条－41 387



（１）③ａ
（２）③ａ

11条－42 388



（１）③ａ
（２）③ａ

（１）③ａ
（２）③ａ

11条－43 389



（１）③ａ
（２）③ａ

11条－44 390



（１）③ｂ
（２）③ｂ

11条－45 391



（１）③ｂ
（２）③ｂ

11条－46 392



（１）③ｂ
（２）③ｂ

（１）③ｂ
（２）③ｂ

11条－47 393



89 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
2 

固定式ガス消火設備であるハロゲン化物自動消火設備（全域），ハ

ロゲン化物自動消火設備（局所）（ケーブルトレイ用及び電源盤・制

御盤用を除く）及び二酸化炭素自動消火設備（全域）は，作動前に職

員等の退出ができるように警報又は音声警報を発する設計とする。 

ケーブルトレイ用及び電源盤・制御盤用のハロゲン化物自動消火

設備（局所）は，消火剤に毒性がなく，消火時に生成されるフッ化水

素は防火シートを設置したケーブルトレイ内又は金属製の盤内に留

まり，外部に有意な影響を及ぼさないため，消火設備作動前に退避警

報を発しない設計とする。 

f. 消火設備の自然現象に対する考慮 

東海第二発電所の安全を確保するうえで設計上考慮すべき自然現象と

しては，網羅的に抽出するために，発電所敷地及びその周辺での発生実

績の有無にかかわらず，国内外の基準や文献等に基づき事象を抽出した。

これらの事象のうち，原子力設備に影響を与えるおそれがある事象とし

て，地震，津波，洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，

火山の影響，生物学的事象，森林火災及び高潮を抽出した。 

これらの自然現象のうち，落雷については，「4. 火災発生防止4.3(1)

落雷による火災の発生防止」に示す対策により，機能を維持する設計と

する。 

地震については，以下(c)項及び(d)項に示す対策により機能を維持す

る設計とする。 

凍結については，以下(a)項に示す対策により機能を維持する設計とす

る。 

竜巻，風（台風）に対しては，以下(b)項に示す対策により機能を維持

する設計とする。 

上記以外の津波，洪水，降水，積雪，火山の影響，生物学的事象，森

林火災及び高潮についても(b)項に示すその他の自然現象の対策により

機能を維持する設計とする。 

(a) 凍結防止対策 

屋外消火設備の配管は，保温材により凍結防止対策を実施する。ま

た，凍結を防止するため，自動排水機構により消火栓内部に水が溜ま

らないような構造とする設計とする。 

(b) 風水害対策 

電動機駆動消火ポンプ，構内消火用ポンプ，ディーゼル駆動消火ポ

ンプ，ディーゼル駆動構内消火ポンプ，ハロゲン化物自動消火設備（全

（１）③ｂ
（２）③ｂ

11条－48 394



（１）③ａ
（２）③ａ

11条－49 395



（１）③ａ
（２）③ａ

11条－50 396



（１）③ｂ

11条－51 397



（１）③ｂ
（２）③ｂ

11条－52 398
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ハロゲン化物自動消火設備（全域）の仕様 

項目 仕様 

消火剤 

消火剤 ハロン1301 

消火原理 連鎖反応抑制（負触媒効果） 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火設備 

適用規格 消防法施行規則第20条 

火災感知 

・早期感知及び早期消火の観点から自動消火設備

用の火災感知器（煙感知器）を設置する。 

・誤作動防止を図るため，以下のAND回路の構成と

する。 

自動消火設備用の火災感知器 

（煙感知器2系統のAND信号） 

又は 

火災感知設備用の火災感知器 

（熱感知器2系統のAND信号） 

放出方式 

・自動（現場での手動起動も可能な設計とする） 

又は 

・中央制御室からの手動起動 

（現場での手動起動も可能な設計とする） 

消火方式 全域放出方式 

電源 蓄電池を設置 

破損，誤動作，誤操作

による影響 

電気絶縁性が高く，揮発性の高いハロンは，電気設

備及び機械設備に影響を与えない。 

 

 

第5-1図 ハロゲン化物自動消火設備（全域）概要 

中央制御室からの手動起動

採用時は中央制御室から手

動起動が可能 

（２）③ｂ

11条－53 399



（１）①ｂ,④
（２）①ｂ,④

11条－54 400




